平成１９年度当初予算編成方針

本市の平成１７年度決算は、行財政改革における様々な経費節減の取組にもかかわらず公債費がピークを迎えたことで、財政の弾力性を示す経常収支比率は過去最悪の１１０．０％となり、平成８年度から１０年連続で１００％を超えることとなった。また、起債制限比率は１９．８％（３ヵ年平均）、下水道事業などの公営企業会計の公債費に対する繰出金を加えた実質公債費比率も２６．３％（３ヵ年平均）となり、いずれも大阪府内でワースト１位という結果となった。これらの数値は自治体財政の健全度の指標であり、市場からも本市は非常に財政状況が悪い団体と判断され、今後の資金調達にも影響が及ぶため、早急に改善を図る必要がある。

公債費急増に伴う財源不足については、歳入では総合福祉会館再整備基金から借入れし、歳出では職員数削減による人件費の削減や下水道事業特別会計で資本費平準化債を発行して繰出金を抑制して、何とか実質収支の黒字を確保したが、慢性的な赤字体質は依然として改善されていない。この結果、平成１７年度末における主要基金の実質現在高は、ピークであった平成７年度の約３分の１の３４億６７百万円まで減少した。

平成１８年度以降はこれまで取り組んできた行財政改革の効果がようやく現れるため、中期財政見通しで示したとおり財政再建団体転落は当面回避できる見込となった。しかし、資本費平準化債発行による臨時的措置や企業誘致条例による増収の効果がなかったならば、たちまち危機に陥ることは明白であり、持続性のある市民サービスを提供し継続性のある摂津市の発展を目指すには、決して行財政改革の手を緩めてはならない。特に、平成２３年度に退職のピークが終了し、歳出圧力が沈静化するまでの間は、収支の均衡を逸しないよう経常経費の増加をできる限り抑制し、財政の健全化に努めなければならない。

そこで、平成１９年度予算編成方針は、赤字基調の財政状況から脱却し、健全財政を目指して平成１８年３月に策定された摂津市行財政改革第３次実施計画新アクションプラン（集中改革プラン）の項目を着実に実行することとし、これまで行ってきた事務事業評価の活用と経常事業のさらなる見直しによって歳出を削減し、受益者負担の見直しを行うことによって歳入の確保を図り、収支の改善を進めることとする。

１　基本的事項

　平成１９年度の予算要求は下記により要求すること。

1 既存の事務事業については、前年度予算額以下の金額に抑えるとともに、見直しを行うことにより収支の改善を図る節減努力を行うこととし、複数の部課で類似の事業を実施している場合は、関係部課間で十分に意見調整を行い、事業を統合するなどにより効率性の向上を図ること。

2 新規事業は事務事業評価シートを政策推進課に提出することとし、評価結果に基づき査定するものとする。

3 重点化事業については本年度の施策の中心として展開するものであるが、事務事業評価結果に基づき査定するものとする。
4 中期財政計画に係る施設計画についても事務事業評価に基づき査定する。

　行財政改革第３次実施計画新アクションプラン（集中改革プラン）の項目について着実な実施を確保する要求とすること。

　当初予算は、その年度の全ての歳入歳出を計上する「総計予算主義」の原則で編成するものである。したがって法令等の改正を含め、見込み得る全ての歳入歳出について関係機関と十分連絡調整して予算計上することとし、年度途中の増額補正措置は、原則として行わないこと。

　財政の健全性、効率性に留意するとともに、国･府･市間の経費の負担区分については法令等に準拠して明確化をはかり、超過負担とならないよう財政秩序の確立に努めること。　

２　歳入に関する事項

　歳入の根幹である市税収入については、平成１９年度は三位一体改革に基づく住民税の税率フラット化で所得税から税源が移譲され増収となる。しかし、市民からは所得税は減税となるのに住民税は増税したと捉えられる上、定率減税の廃止などの制度改正も同時に行われ市民生活に影響を与えるため、市民の負担感は一層強まっている。税源移譲は国庫補助・負担金の廃止縮減と一体のものであり、全職員が市民に充分説明し、理解を求める努力が必要である。また、使用料や手数料などの受益者負担を求めるべき性質の施設については、維持管理に見合う料金としなければ、税収等で補填することとなり、財源不足が一層深刻な状況となる。したがって、使用料等の自主財源の確保を積極的に図り、適正額を計上すること。

　使用料、手数料については受益者負担･利用者負担の原則に基づき、費用対効果の検討を行い、料金改定後３年を経過したものについては適正な料金となるよう改定を行うこと。

　国府支出金については、三位一体改革の影響などにより、引き続き廃止、統合、補助基準の変更、補助率の引き下げ等が見込まれるため、漫然と従来の実績を計上することなく、関係機関と連絡を密にし、最新の情報により確実性のある額を計上すること。なお、財務規則第１３条第２項において、国府支出金などの特定収入に財源を求める事業については、その収入を得る見通しがたった後でなければ支出負担行為をしてはならないとされており、さらに、第３項で、前項の収入が歳入予算に比して減少し、又は減少するおそれがあるときは、歳出予算の当該経費を縮小して執行しなければならないとされているので留意すること。
　市債については、公債費適正化計画を国に提出し、建設事業枠を設定して市債発行額を抑制することとしているため、予算計上にあたっては事前に財政課と協議すること。

３　歳出に関する事項

　平成１９年度の予算要求は、行財政改革第３次実施計画新アクションプラン（集中改革プラン）の項目について着実な実施を確保する要求とすることを原則とする。また、その他の事業についても、前年度予算額以下の金額に押さえるとともに、一定の見直しを行うことにより収支の改善を図る節減努力を行うこと。

　人件費

時間外勤務手当は、総時間数を前年度予算以内とし、事務の見直しを行うことにより削減を図る。

　賃金

過去の実績にとらわれず雇用の必要性について再検討し、繁忙期に限定するなど雇用人数の削減、雇用期間の縮減を図る。

　報償費　

記念品、啓発物品は原則廃止する。

　旅費　

　　人事課所管予算を除き、市が実施または関与する研修や視察は日帰りとする。

定例的な総会や大会で宿泊を要するものは、本市が役員や他市の代表となっていない場合は出席を自粛する。

　食糧費

　　会議賄いは原則廃止する。

　　国府、他市町村の視察等で職員は会食をともにしない。

　印刷製本費

　　白書、年鑑などの各種刊行物は、ホームページ上での掲載を基本とし、印刷については保存用のみとする。

　　ポスター、チラシは庁内印刷、外注を問わず原則廃止する。
発注は計画的に行い、部単位で集約するなどして財務規則で定める随意契約できる金額でも、できる限り入札を行うこと。
　修繕料　

　　必要最小限にとどめ増加を抑制すること。

　委託料

　　原則として入札により契約すること。特段の理由で随意契約を行う場合は、委託の仕様の見直しや契約単価の引き下げにより契約金額の削減を図ること。
　備品購入費

原則として既存の備品の老朽化による買い替えのみとする。

(10)報酬、時間外勤務手当、賃金

人事課査定とする。

(11)ＯＡ機器の新規及び更新

情報政策課のヒアリングを受けること。

なお、機器の更新は５年間のリース終了後２年間使用した後に要求する。

４　特別会計に関する事項

　特別会計の編成にあたっては、一般会計の編成に準じて行う。

　特別会計の運営は｢会計独立の原則｣に立ち、その健全性を保持しつつ事業目的を達成するための合理的管理が必要である。その主体性を失うことなく、いたずらに一般会計からの繰入金に依存することのないよう認識を新たにし、積極的に歳入の確保を図り、健全経営に努めること。

５　平成１９年度経常事業について

　平成１７年度決算において、経常収支比率が１０年連続で１００％を超える過去最悪、府内ワースト１位の１１０％となり、経常経費の節減は喫緊の課題となっている。平成１９年度経常事業については、事務事業評価の活用と一定の見直しを行うことにより収支の改善を図る節減努力を行うこととする。

　前年度予算額以下の金額に抑えることとし、以下のことを遵守すること。なお、前年度予算総額の範囲内における金額の組換えは可能とする。

1 報償費(報酬に準じるもの)、委託料(人件費の要素の強いもの)については、後年度において経費の縮減を図ることが難しいので増額を行わないこと。

2 扶助費については、決算見込額等を精査し必要額を計上すること。この場合年度末において不用額が多額にならないよう精査すること。

3 賃金、旅費等見積もり単価の設定のあるものについては、予算積算資料による単価とする。
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